
収益的収支（維持管理などの予算） 資本的収支（建設投資などの予算）

企業債の利息
5,955万円

減価償却費
８億9,771万円

管きょに係る費用
１億2,272万円

ポンプ場に係る費用
4,837万円

流域下水道に係る費用
３億9,780万円  

下水道使用料
　10億3,323万円

長期前受金戻入など
　   ５億3,868万円

市からの繰入金
１億8,300万円

支出
16億8,178万円17億5,491万円

収入

そのほか
１億5,563万円

下水道建設費
　　５億337万円

企業債の償還金
５億5,796万円

企業債
　５億6,148万円

市からの繰入金
4,095万円

国庫補助金
　１億2,550万円

そのほか
1,621万円

支出
11億933万円７億4,414万円

収入

そのほか
4,800万円

　歳入では、社会保障関係経費の増加などにより国庫支出
金で約２億６千万円、府支出金で約３億９千万円の増収を
見込んでいます。

一般会計 ８年度 ７年度 増減額 増減率
市税 8,096,277 7,791,260 305,017 3.9％
使用料・手数料など 942,524 849,807 92,717 10.9％
繰入金 1,662,124 1,508,266 153,858 10.2％
地方交付税 4,282,000 4,224,000 58,000 1.4％
国庫支出金 5,663,418 5,404,888 258,530 4.8％
府支出金 2,711,864 2,316,986 394,878 17.0％
市債 300,300 303,300 △3,000 △1.0％
地方譲与税、各種交
付金など 2,271,000 2,137,600 133,400 6.2％

合計 25,929,507 24,536,107 1,393,400 5.7％

（単位：千円）

歳入

　下水道使用料収入は、使用水量が減少していることから、前年度に比べて約６％の減収を見込んでいます。

支出では、施設の老朽化への対応に加え、資材費や人件費の上昇により維持管理費や流域下水道負担金は増

加しています。下水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増していて、将来にわたって安定したサービスを

提供していくため、より一層の経営基盤の 強化に取り組んでいく必要があります。

下水道事業
会計

※資本的収支の不足額は、消費税資本的収支調整額3,187万円、

　損益勘定留保資金３億 3,332 万円で補てんします

市税

市債

42 億 8,200 万円

自 

主 

財 

源

依 

存 

財 

源

地方譲与税、各種交付金など

地方交付税

国庫支出金

259 億
2,951 万円

80 億 9,628 万円

3 億 30 万円

9億 4,252 万円

56 億 6,342 万円

府支出金
27 億 1,186 万円

22 億 7,100 万円

使用料・
手数料など

16 億 6,213 万円繰入金

　令和８年度の各会計の当初予算案を３
月定例月議会に提案しました。市の予算
は一般会計、特別会計、企業会計の３つ
からなっています。一般会計は、福祉や
教育、建設などの事業に使われる予算で、
市の事業の大部分を占めています。

問い合わせ　行財政マネジメントグループ☎360-4029
経営総務グループ☎360-4389

予算の概要
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令和
８年度

一般会計

【
歳
入
】

市
税
　
市
に
納
め
ら
れ
る
税
金
で
、

市
で
は
市
民
税
と
固
定
資
産
税
が
全

体
の
お
よ
そ
9
割
を
占
め
る

繰
入
金
　
ほ
か
の
特
別
会
計
か
ら
の

繰
入
金
や
、
基
金（
市
の
貯
金
の
よ
う

な
も
の
）か
ら
繰
り
入
れ
て
行
政
経
費

に
あ
て
る
も
の

地
方
交
付
税
　
国
の
税
金
の
一
部
が

毎
年
市
町
村
へ
配
分
さ
れ
る
も
の
で
、

ど
の
ま
ち
で
も
必
要
最
小
限
の
行
政

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

よ
う
交
付
さ
れ
る
も
の

国
庫・府
支
出
金
　
特
定
の
事
業
を

行
う
際
に
、
そ
の
財
源
と
し
て
国
・
府

か
ら
支
出
さ
れ
る
も
の
で
、
た
と
え

ば
学
校
や
道
路
を
つ
く
る
と
き
の
負

担
金
や
補
助
金
が
あ
る

市
債
　
主
に
建
設
事
業
の
資
金
と
し

て
国
や
銀
行
な
ど
か
ら
借
り
入
れ
る
、

家
庭
で
の「
ロ
ー
ン
」に
あ
た
る

【
歳
出
】

総
務
費
　
職
員
の
人
事
管
理
や
企

画
、
広
報
広
聴
、
選
挙
な
ど
の
事
業

に
あ
て
ら
れ
る
経
費

民
生
費
　
福
祉
や
医
療
費
の
助
成
、

子
育
て
、
生
活
保
護
と
い
っ
た
事
業

に
あ
て
ら
れ
る
経
費

土
木
費
　
都
市
計
画
や
公
園
、交
通
対

策
な
ど
の
事
業
に
あ
て
ら
れ
る
経
費

教
育
費
　
小
・
中
学
校
、
幼
稚
園
、

社
会
教
育
活
動
、
ス
ポ
ー
ツ
振
興
な

ど
の
事
業
に
あ
て
ら
れ
る
経
費

公
債
費
　
債
務（
市
債
）を
返
済
す
る

た
め
の
経
費
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まちづくり円卓会議から事業提案
　まちづくり円卓会議から、令和８年度事業が提案されました。NPO 法人南中学校区円卓会議については、交付金として計上しています。

● NPO法人南中学校区円卓会議（http://nancyuu.com/index.htm）
事業名 事業内容 予算額

まちづくり円卓会議 
交付金事業

地域コミュニティ誌の発行、地域内で活動する様々な団体や個人との対話と交流の場づくり
などを継続して実施 500万円

●第三中学校区まちづくり円卓会議
事業名 事業内容 予算額

円卓会議推進事業
様々な団体や個人との対話と交流の場づくり、地域コミュニティ誌の発行、三中円卓マップを
活用したウォーキング、花いっぱい運動、フラワーガーデン、防災ワークショップなどを実施 141万7,000円

夏まつり推進事業 市民同士が気軽に交流できる夏まつりを実施 211万8,000円
美化清掃事業 NPO 法人南中学校区円卓会議とともに、三津屋川の清掃活動を実施 19万7,000円

●狭山中学校区まちづくり円卓会議
事業名 事業内容 予算額

円卓会議推進事業
地域情報誌の発行やSNSなどによる円卓会議の活動発信、講演会などの開催、福祉と教育
の補助の充実などを実施 229万4,000円

さやりんピック事業 防犯・防災、健康・福祉、環境などの要素を取り入れた競技などを実施 124万2,000円
地域美化運動事業 環境問題に関する講演会の開催、環境問題の課題解決ワークショップなどを実施 18万5,000円
地域文化祭事業 校区内で活動している人へ発表する機会を提供 127万8,000円

　歳出では、子ども子育てや医療、介護など社会保
障関係経費の増加が見込まれ、民生費が大幅な増額
となっています。

民生費
134億 1,528万円

教育費
31億 3,615万円

公債費
17億 1,713万円

総務費
30億
4,475万円

衛生費
18億 3,103万円

土木費
13億 4,358万円

消防費
10億 83万円

議会費など 4億 4,076万円

259億
2,951万円

一般会計 ８年度 ７年度 増減額 増減率
総務費 3,044,749 2,868,079 176,670 6.2％

民生費 13,415,285 12,283,274 1,132,011 9.2％

衛生費 1,831,032 1,817,581 13,451 0.7％

土木費 1,343,576 995,531 348,045 35.0％

消防費 1,000,830 965,456 35,374 3.7％

教育費 3,136,148 3,437,487 △301,339 △ 8.8％

公債費 1,717,132 1,738,706 △21,574 △ 1.2％

議会費など 440,755 429,993 10,762 2.5％

合計 25,929,507 24,536,107 1,393,400 5.7％

（単位：千円）

（単位：千円）

会計区分 ８年度 ７年度 増減額 増減率

特別

国民健康保険 5,720,195 6,013,466 △ 293,271 △ 4.9％

介護保険 6,651,176 6,339,523 311,653 4.9％

後期高齢者医療 1,535,979 1,348,335 187,644 13.9％

池尻財産区 28,251 179,302 △ 151,051 △ 84.2％

半田財産区 26 15 11 73.3％

東野財産区 4,103 4,003 100 2.5％

今熊財産区 10 6 4 66.7％

岩室財産区 4,480 3,578 902 25.2％

茱 木財産区 20 20 0 0.0％

企業 下水道事業 2,791,107 2,843,121 △ 52,014 △ 1.8％

合計 16,735,347 16,731,369 3,978 0.02％

歳出

 問い合わせ　公民連携・協働推進グループ☎360-4023

　特別会計は一般会計から切り離して、特定の事業
ごとに分けて経理する予算です。今年度は国民健康
保険や介護保険、各財産区を含めた９つの特別会計
があります。企業会計は、地方公営企業法の適用を
受けるもので、市では下水道事業会計がこれにあた
ります。

会計別の予算
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一般会計



将
来
へ
の
責
任

（
公
民
連
携
・
広
域
連
携
・
Ｄ
Ｘ
推
進
に

よ
る
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
）

　

少
子
高
齢
化
、
人
口
減
少
の
進
行
に
伴
い
、
市
税
収

入
の
減
少
や
社
会
保
障
経
費
の
増
大
が
見
込
ま
れ
る

と
と
も
に
、
社
会
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
や
激
甚
化
す

る
自
然
災
害
へ
の
対
応
コ
ス
ト
も
増
大
し
て
い
ま
す
。

　

市
民
に
最
も
身
近
な
基
礎
自
治
体
と
し
て
、多
様
化
、

複
雑
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
こ
た
え
、
持
続
可

能
な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に
は
、
自
治
体
単

独
で
の
対
応
に
は
限
界
が
あ
り
、「
大
阪
狭
山
市
行
財
政

運
営
戦
略
大
綱
」に
掲
げ
る
方
針
に
あ
る
と
お
り
、
公

民
連
携
や
広
域
連
携
を
は
じ
め
と
す
る
行
財
政
運
営

の
さ
ら
な
る
進
化
が
必
要
不
可
欠
で
す
。

　

大
阪
府
や
近
隣
自
治
体
と
の
共
同
調
達
や
広
域
的

な
取
り
組
み
を
推
進
し
、
特
に
、
下
水
道
分
野
で
は
、

民
間
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
技
術
力
を
最
大
限
に
活
用
す
る

観
点
か
ら
、
こ
れ
ま
で
包
括
的
民
間
委
託
に
よ
り
実

施
し
て
き
た
管
き
ょ
な
ど
の
維
持
管
理
お
よ
び
更
新

に
お
い
て
、
水
の
官
民
連
携（
ウ
ォ
ー
タ
ー
Ｐ
Ｐ
Ｐ
）

を
活
用
し
た
方
式
に
移
行
し
、
全
国
初
の
取
り
組
み

と
な
る
、
他
自
治
体
と
連
携
し
た
事
業
の
推
進
を

行
っ
て
い
き
ま
す
。

　

加
え
て
、
大
阪
狭
山
市
Ｄ
Ｘ
推
進
方
針
の
見
直
し

に
よ
り
、
令
和
７
年
度
に
標
準
化
し
た
自
治
体
情
報

シ
ス
テ
ム
と
連
携
し
た「
行
か
な
い
市
役
所
・
書
か
な

い
窓
口
」の
実
現
を
め
ざ
し
ま
す
。

　

ま
た
、
生
成
Ａ
Ｉ
や
Ｒ
Ｐ
Ａ
に
よ
る
業
務
改
革
を

一
体
的
に
推
進
す
る
こ
と
で
、
効
率
的
で
持
続
可
能

な
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
努
め
ま
す
。

住
み
や
す
さ

（
都
市
リ
メ
イ
ク
に
よ
る
持
続
可
能
な

ま
ち
づ
く
り
）

　

金
剛
駅
周
辺
エ
リ
ア
で
は
、「
大
阪
狭
山
市
立
地
適
正

化
計
画 

魅
力
あ
る
都
市
空
間
ビ
ジ
ョ
ン
～
ま
ち
の
リ

メ
イ
ク
編
～
」に
お
い
て
、
市
の
中
心
拠
点
と
し
て
位

置
づ
け
る
と
と
も
に
、
大
阪
南
部
の
広
域
公
共
交
通
の

核
と
し
て
定
め
、
将
来
性
と
広
域
拠
点
と
し
て
の
可
能

性
を
見
据
え
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、「
大
阪
の
ま
ち
づ
く
り
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
」

に
お
い
て
も
、
に
ぎ
わ
い
や
多
様
な
交
流
が
生
ま
れ
る

空
間
の
創
出
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

令
和
７
年
５
月
に
、
市
と
大
阪
府
、
南
海
電
気
鉄
道

㈱
の
３
者
で「
金
剛
駅
前
ま
ち
づ
く
り
宣
言
」を
行
っ
た

際
に
は
、
駅
前
の
発
展
と
大
阪
南
部
の
拠
点
形
成
を
め

ざ
す
決
意
を
表
明
し
、
本
年
３
月
に
は
、
市
と
富
田
林

市
、
南
海
電
気
鉄
道
㈱
の
３
者
で
金
剛
駅
周
辺
エ
リ
ア

の
再
整
備
に
向
け
た
連
携
協
定
を
締
結
し
ま
し
た
。

　

市
の
都
市
計
画
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
で
あ
る

「
大
阪
狭
山
市
魅
力
あ
る
都
市
空
間
ビ
ジ
ョ
ン
～
都
市

計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
～
」が
中
間
年
度
を
迎
え
ま
す
。

計
画
の
見
直
し
を
行
う
に
当
た
り
、
金
剛
駅
周
辺
エ
リ

ア
で
の
取
り
組
み
を
は
じ
め
、
近
畿
大
学
病
院
跡
地
開

発
な
ど
の
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
公
共
施
設
の
再
配

置
に
関
す
る
取
り
組
み
、
道
路
や
上
下
水
道
な
ど
の
公

共
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化

対
策
な
ど
、
都
市
機
能

の
誘
導
や
再
編
に
つ
な

が
る
戦
略
を
反
映
し
て

い
き
ま
す
。

　

持
続
可
能
な
都
市
形

成
に
向
け
た
取
り
組
み

を
着
実
に
進
め
る
こ
と

で
、「
ま
ち
の
リ
メ
イ
ク
」

の
実
現
を
図
り
ま
す
。

１．子どもや若者の未来が輝くまちづくり
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●新規事業　◎一部新規事業　○○継続事業令和８年度主要事業

◎水泳委託実証事業　　　　　　440万5千円 
　小学校の水泳授業では、施設の老朽化に伴う維持・管理コス
トや教員の負担が課題となっていることを踏まえ、民間スイ
ミングスクールを活用したインストラクターによる専門的指
導により、泳力向上が期待できる水泳授業を、令和７年度か
ら西小学校で試行実施しています。令和８年度からは、南第
三小学校でも実施します。

●こども計画策定事業　　　　　　752万4千円 
　「子どもや若者の未来が輝くまちづくり」のさらなる推進および

「こどもまんなか社会」の実現に向け、子ども・若者・子育て支援施
策の総合的かつ一体的な展開を図るため、第１期大阪狭山市こど
も計画を策定します。

●乳児等通園支援事業　　　　　　737万4千円 
　子どもの社会性や発達を促すとともに、保護者の負担軽減
を図るため、令和８年４月から東野幼稚園で乳児等通園支援
事業（こども誰でも通園制度）を実施します。

〇小中学校給食費無償化事業　2億8,622万円 
　教育に要する費用負担の軽減を図るため、令和７年度から引き
続き、小・中学校の給食費を完全無償化します。

◎部活動地域展開事業　　　　1,554万2千円 
　令和９年度を目途とした部活動の地域展開に向け、現在民
間事業者などに委託している部活動（卓球・サッカー）に加え、
さらに部活動（吹奏楽）を地域団体に委託します。



３．自然と調和した活力のある快適なまちづくり
●都市計画マスタープラン中間見直し事業

618万9千円
　「都市計画マスタープラン」が、令和９年度に計画期間（令和４～
13年度）の中間年次を迎えることから、社会潮流の変化や上位関
連計画の改定状況、関連事業の進捗状況などを踏まえた中間期の
評価を実施し、その結果などを踏まえて、計画内容を見直します。

〇都市計画事業検討調査事業　　　2,900万円 
　近畿大学病院などの跡地活用において、土地区画整理事業の
手法によって都市計画道路の整備と周辺のまちづくりを一体的
に実施することで、当該エリア全体の地価向上や、計画的な公
共施設などの配置が可能になるよう事業認可に向けた基本設計
および事業計画書の策定などを行います。

〇副池オアシス公園通路橋改修事業　5,500万円 
　西除川に架かる副池オアシス公園通路橋は、架設から50年以上が
経過していることから、改修工事に向けた詳細設計業務を進めます。

●東大池親水景観創出樹木伐採事業　　250万円 
　東大池周辺の環境整備を行い、住民などが憩える親水空間を
創出するため、池堤に繁茂している樹木などを伐採します。

〇下水道施設包括的維持管理事業
1億1,412万円

　下水道施設の維持管理および更新に係る包括民間委託につ
いて、令和８年度からは、国が示す「水の官民連携（ウォーター
PPP）」を活用し、河内長野市と共同で業務を行うことで、持続
可能なさらなる効率化を図った維持管理を行います。
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２．健康でいきいきと暮らせるまちづくり
●妊婦歯科健康診査事業　　　　　128万6千円 
　妊娠中の女性の歯と口

こう

腔
くう

の健康を維持し、健やかな妊娠・出産・育
児を支援するため、妊婦を対象に、歯科健康診査の無料受診券を交
付します。

●ＲＳウイルスワクチン定期接種事業
　　　　　　　　　　　　　　　1,476万8千円 
　母子免疫の獲得により新生児や乳児の肺炎などの重症化を防
ぐため、妊娠28～36週の妊婦を対象に、RSウイルスワクチン
の定期接種を実施します。

●障がい者計画等策定事業 　　  579万6千円 
　「第３次障がい者計画」、「第７期障がい福祉計画」および「第３期
障がい児福祉計画」について、令和８年度に計画期間が満了する
ことから、基礎データの整理・分析、現行の障がい者関連サービ
スや施策を検証し、その調査結果などを踏まえて、次期計画を
策定します。

〇高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策 
　定事業　　　　　　　　　　　　　　524万円 
　「高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」は、３年ごとに策
定が義務付けられていることから、令和７年度に実施した市民調
査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査）の結
果などを踏まえて、令和８年度に次期計画を策定します。

●新規事業　◎一部新規事業　○○継続事業
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４．豊かな心と文化を育むまちづくり
〇池守田中家保存活用事業　  1億1,232万4千円 
　国史跡狭山池の附

つけたり

として指定された池守田中家について、保
存と活用を図ることにより、さらなる魅力の創出とにぎわいづ
くりにつなげます。

●犯罪被害者等支援事業　　　　　　　　50万円
　犯罪被害者などが重大な犯罪などにより受けた精神的または
身体的な苦痛を和らげるため、見舞金の支給を行います。

５．安全で安心できるまちづくり
●避難生活環境改善事業　　　　  967万5千円
　大規模地震で上下水道管が断裂した場合、断水により避難者
の健康や衛生リスク、ストレスが懸念されることから、避難生
活における環境改善を図るため、入浴などの生活用水として使
用することができる水循環型のシャワー設備を整備します。

●避難所環境充実強化事業 　　　2,911万9千円 
　災害時に避難所となる市立小・中学校の屋内運動場において、
停電時にも大風量スポットエアコンを使用できるよう、分電盤
を改修するとともに、LPガスやレギュラーガソリンを燃料と
する可搬型発電機を整備します。

〇防犯環境充実強化事業（地域防犯カメラ設置
　補助）　　　　　　　　　　　　　  370万円
　地域内の防犯カメラ設置をさらに促進するため、令和７・８
年度の２か年を充実強化期間と定め、自治会などに対して防犯
カメラを新規設置する補助率を拡充します。

●消費者問題対策事業 　　　　　　　 22万円 
　電子取引の普及などに伴い消費者相談の事例が複雑化している
ことから、消費生活相談員が消費生活相談を専門とした弁護士に
法解釈などを確認しながら、市民からの相談に対応できるよう体
制の強化を図ります。

〇今熊地区周辺エリア複合施設整備事業
　　　　　　　　　　　　　　   　8,417万6千円 
　「大阪狭山市公共施設再配置計画」などに基づき優先的に取り
組みを進めることとした「今熊地区周辺エリア」において、一般
公募型提案方式により受託事業者を選定し、基本設計・実施設
計・工事を行い、複合施設の整備に向けて取り組みます。

●DX推進方針改定事業　　　　  　　   120万円 
　「大阪狭山市DX推進方針」の計画期間が令和８年度で満了を
迎えることから、大阪府が実施しているデジタル人材シェアリ
ング事業（DX推進計画実行等支援プラン）を活用し、DX推進方
針を改定します。

６．施策の推進に向けて
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